
この場合の開放停止型インター
ロックガード式安全装置等の電源
電圧は、定格電圧で行うこと。

線を遮断した時から、急停止機構
を作動させる安全装置の出力部か
ら停止信号が出力する時までの時
間をオシロスコープにより測定す
る。

 プレスブレーキ用レーザー式安
全装置のレーザー光線を遮断した
時から、急停止機構を作動させる
安全装置の出力部から停止信号が
出力する時までの時間をオシロス
コープにより測定する。

測定した時間が、書面に記載され
た構造規格第26条第１項第８号イの
時間以下であること。

この場合のプレスブレーキ用
レーザー式安全装置の電源電圧
は、定格電圧で行う。

 プレスブレーキ用レーザー式安
全装置の検出機構について、低閉
じ速度以外で動作させ、低閉じ速
度を超える速度では検出を無効に
することができないことを確認す
る。

構造規格第22条の２の規定に適合
していること。

７ 表示検査 安全装置の表示を確認する。 構造規格第26条の規定に適合して
いること。

備考 構造規格第27条に規定する適用除外の認定を受けた安全装置について
は、適用しないこととされた規定に関する検定の実施に代えて、適用除外
の認定を受けた際の条件に適合していることを確認する。
構造規格附則第３項に基づき手払い式安全装置の検定を行う場合は、こ
の表の「１ 書類審査」、「２ 外観検査」及び「６ 運転試験」に代えて、
手払い式安全装置の手払い棒の長さ及び振幅を測定し、同項の規定に適合
していることを確認する。

別表第３の１ 令第14条の２第３号に規定する防爆構造電気機械器具（別表第３の２の対象を除く。）
の型式検定の方法

検定項目 検 定 の 方 法 判 定 基 準

１ 書類審査 電気機械器具の構造、機能等を、
申請書等により確認する。

以下の防爆構造の区分ごとに定め
る規定及び電気機械器具防爆構造規
格（昭和44年労働省告示第16号。以
下この表及び次の表において「構造
規格」という。）第83条から第97条ま
でのうち、以下の防爆構造の区分に
それぞれ対応する規定について適合
していること。

なお、この表において、「耐圧防爆
構造」を「耐圧」と、「内圧防爆構造」
を「内圧」と、「安全増防爆構造」を
「安全増」と、「油入防爆構造」を「油
入」と、「本質安全防爆構造」を「本
質安全」と、「樹脂充てん防爆構造」
を「樹脂充てん」と、「非点火防爆構
造」を「非点火」と、「特殊防爆構造」
を「特殊」と、「粉じん防爆普通防じ
ん構造」を「粉じん普通」と、「粉じ
ん防爆特殊防じん構造」を「粉じん
特殊」という。

耐圧 構造規格第７条から
第17条まで

内圧 構造規格第21条から
第25条まで

安全増 構造規格第26条から
第34条まで

２ 外観検査 書類審査において確認した構造図
及び回路図と現品を、目視、各部の
寸法等を測定すること等により照合
する。

構造図及び回路図と現品に差異が
ないこと。

３ 性能試験  爆発試験を行う。 構造規格第６条、第９条第２号及
び第11条第１項第２号の規定に適合
していること。

 鋼球落下試験を行う。 構造規格第12条第２項第２号、第
29条第２項及び第94条第２項第２号
の規定に適合していること。

 衝撃試験を行う。 構造規格第３条の規定に適合して
いること。

 落下試験を行う。 構造規格第３条の規定に適合して
いること。

 水圧試験を行う。 構造規格第94条第２項第２号の規
定に適合していること。

 熱衝撃試験を行う。 構造規格第３条及び第94条第２項
第２号の規定に適合していること。

油入 構造規格第35条から
第42条まで

本質安全 構造規格第43条から
第52条まで

樹脂充てん 構造規格第53条から
第58条まで

非点火 構造規格第60条から
第64条まで

特殊 構造規格第65条

粉じん普通 構造規格第66条から
第73条まで

粉じん特殊 構造規格第74条から
第82条まで

 熱安定性試験を行う。 構造規格第55条第３号の規定に適
合していること。

 容器の保護等級の試験を行う。 構造規格第24条第１項、第26条、
第33条第１項、第35条、第44条及び
第61条の規定に適合していること。
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